
令和  年  月  日 

 

 

鳥取市長  様 

 

 

申請人 住 所 鳥取市●●町●● 

         

氏 名 株式会社●● 

代表取締役 ○○ ○○ 

 

 

補助金等交付申請書 

 

 

令和５年度において、下記のとおり鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金の交付

を受けたいので、鳥取市補助金等交付規則第４条の規定により申請します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助事業等の名称 鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金 

 

２ 補助金交付申請額 金●,●●●,●●●円 

 

３ 添付書類 

（１）事業計画書 

（２）収支予算書 

（３）市税等納付状況確認同意書 

（４）誓約書 

（５）その他補助事業に係る資料

法人：本社住所 

個人：自宅住所 

補助対象経費ではなく
補助金の交付予定額 

押印不要 



様式第１号（第６条関係） 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金 事前着手届 

 

申請人 住 所 鳥取市●●町●● 

         

氏 名 株式会社●● 

代表取締役 ○○ ○○ 

 

 

 

鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金交付要綱第６条第２項の規定により、事前着

手を行いたいので届け出ます。 

なお、本件について、補助事業として交付決定されなかった場合又は補助対象経費とな

らなかった場合においても異議は申し立てません。 

 

 

記 

 

１ 事前着手の理由 

 

●●●●●●●●●●●●●●● 

（例：納期が○ヶ月要し、令和６年１月末までに事業完了できない恐れがあるため） 

 

２ 着手予定年月日 

 

令和５年○月○日 

 

※着手可能となるのは書類不備の無い申請を受理された日以降の日付となります。 

 

 

 

 

 

 

 

申請日以降の日付を記入 
ただし、実際に着手可能と
なるのは正式に受理された
日以降 

押印不要 

申請書受理をもって事業着手する場合のみ提出 



様式第２号（第９条関係） 

 

鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金 事業計画書 

 

１ 申請者の概要 

法人名又は屋号 株式会社●● 

本社所在地 

(個人の場合は自宅

住所） 

〒（ ６８０ － ○○○○ ） 

鳥取市●●町●● 

設立年月日 平成○年○月○日 資本金 ○,○○○千円 

従業員数            ○○人 （令和○年○月現在） 

主たる業種 
□建設業 □製造業 ☑小売業 □卸売業 □宿泊業 □飲食サービス業 
□生活関連サービス業 □サービス業その他【           】 
□その他【           】 

具体的な事業内容 各種食料品の販売 

担当者役職・氏名 ○○ ○○ 

電話番号 ○○○○－○○－○○○○ 

メールアドレス ○○○○○○＠○○○○.○○.jp 

 

２ 補助対象設備の設置場所 

事業所の名称 株式会社●● ○○店 

所在地 鳥取市○○○○○○ 

 

３ 補助事業により導入する設備の概要 

事業区分 
□ 再エネ設備の新設 （□ 増設）  ☑ 省エネ設備への更新 
□ ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ機器の新設 （□ 増設） 

１ 

設備の種類 

□ 再エネによる発電設備 □ 蓄電池 
□ 業務用給湯器   □ 業務用ﾎﾞｲﾗ  ☑ 冷凍冷蔵設備 □ 変圧器  
□ ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ □ 高効率照明等 □ 空調設備    □ 生産設備 
□ ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ □ ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗｰ 

メーカー名 ○○○ 

名称 ○○○○○ 

型式 ○○○○ 

能力・出力等 ○○○ 

設置基数 ○台 

納品予定時期 ○年○月 

その他 

 

 

 

修正依頼は原則メールで行いま
す。必ず記入してください。 



２ 

設備の種類 

□ 再エネによる発電設備 □ 蓄電池 
□ 業務用給湯器   □ 業務用ﾎﾞｲﾗ  □ 冷凍冷蔵設備 □ 変圧器  
□ ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ ☑ 高効率照明等 □ 空調設備    □ 生産設備 
□ ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ □ ﾃﾞﾏﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗｰ 

メーカー名 ●●●●● 

名称 ●●●●●●● 

型式 ●●●－●●●● 

能力・出力等 ●,●●● 

設置基数 ●基 

納品予定時期 ●年●月 

その他  

 

４ 各種エネルギーの使用状況 

エネルギー種別 請求期間（申請の直近 12カ月分） 
エネルギー使用量 

（期間合計） 

電気 令和４年 ６月 ～ 令和５年 ５月 ●,●●● kWh 

ガス（都市ガス） 令和４年  月 ～ 令和５年  月  ㎥ 

ガス（LP ガス） 令和４年 ６月 ～ 令和５年 ５月 ●●● ㎥ 

軽油 令和４年  月 ～ 令和５年  月  ℓ 

灯油 令和４年  月 ～ 令和５年  月  ℓ 

Ａ重油 令和４年  月 ～ 令和５年  月  ℓ 

ガソリン 令和４年  月 ～ 令和５年  月  ℓ 

その他（    ） 令和４年  月 ～ 令和５年  月   

 

５ 補助事業実施予定期間 

事業開始予定日 

□ 事前着手届の提出有 
令和●年●月●日 

事業完了予定日 令和○年○月○日 

 

 

 

 

 

 

 

 

複数事業所を有する場合は、本事業で設備
を設置する事業所のみの使用状況を記入 

・事前着手届を提出する場合は 
『事前着手届受理日』（左記チェック欄に✓

を入れること） 

・事前着手届を提出しない場合は 
『交付決定日』 と記入 

「納品・設置工事・（廃棄費用を計上する
場合は更新前設備の廃棄）・支払」が全て
完了する見込み日を記入 
※期日は余裕をもって記載ください。ただし、

令和 6 年 1 月 31 日までに完了することが前提 



様式第３号（第９条関係） 

 

鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金 収支予算書 

 

１ 収入の部 

区分 予算額 摘要 

自己資金（借入金含む） １，９７２，０００ 円  

市補助金 １，９７３，０００ 円 鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金 

合計 ３，９４５，０００ 円  

※補助対象経費に係る収入のみを記載すること。 

※合計の金額は、下記２ 支出の部の合計の金額と一致すること。 

 

２ 支出の部 

費目 予算額 摘要 

設備費 ３，５００，０００ 円 
・冷蔵ショーケース 2,500,000円 

・LEDベースライト 1,000,000円 

設置工事費 ４００，０００ 円 
・冷蔵ショーケース設置料 50,000円 

・LEDライト設置工事 350,000円 

設備処分費 ４５，０００ 円 
・既存冷蔵庫処分料 25,000円 

・既設照明処分料 20,000円 

合計 ３，９４５，０００ 円  

※補助対象経費に係る支出のみを記載すること。 

※合計の金額は、上記１ 収入の部の合計と一致すること。 

※複数の契約を行う場合は費目ごとにその合計額を記載し、摘要欄に見積ごとの金額を記載すること。 

補助対象経費は全て税抜価格が対象 
見積書の税抜価格を記載すること 

収入の部と支出の部の合計額を 
一致させること 

①市補助金 
3,945,000×1/2＝1,972,500円 
※千円未満の端数は切捨につき 1,972,000円 
②自己資金 
3,945,000－1,972,000 
＝1,973,000円 



様式第４号（第９条関係） 

 

    年  月  日 

 

 

鳥取市長 様 

 

 

申請人  住所  鳥取市●●町●● 

 

                    氏名  株式会社●● 

代表取締役 ○○ ○○  ㊞  

（自署の場合は押印不要） 

 

                    生年月日    年   月   日生 

（法人の場合は記入不要） 

 

 

市税等納付状況確認同意書 

 

 

私は、鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金の交付申請に伴い、私の市税等（市税・

国民健康保険料・後期高齢者医療保険料・介護保険料・保育所保育料・下水道使用料・

下水道受益者負担金）の納付状況について、鳥取市が確認することに同意します。 

法人の場合は代表取締役印 
（×社判・社長の個人印） 

印 



様式第５号（第９条関係） 

誓 約 書 

 

 

令和  年  月  日    

 

鳥取市長 様 

申請人 住 所 鳥取市●●町●● 

                   

氏 名 株式会社●●    

代表取締役 ○○ ○○ ㊞  

 

（※自署の場合は押印不要） 

                   

 

 

私は鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金の交付申請にあたり下記の内容について誓

約します。 

 

 (1) 鳥取市暴力団排除条例（平成２４年鳥取市条例第１号）第２条第３号に規定する暴力団

員等及び同条第１号に規定する暴力団と密接に関係を有する者が、事業及び本補助金の

申請に関わっておりません。 

 (2) 虚偽の申請をしておりません。 

 (3) 事業の実施により関係法令に抵触しません。 

(4) 補助制度の適切な運用を図るため、申請内容等の情報を鳥取県に提供することに同意し

ます。 

(5) 本事業に取り組むにあたり他の補助金の交付を受けておらず、また交付される予定もあ

りません。 

 (6) 発電設備を導入する場合、発電した電力は全量自家消費を行い、売電はしません。 

(7) 省エネ設備を導入する場合は、導入と同時に既存設備を処分（廃棄・売却・下取り等）

します。 

(8) 補助金交付の条件を遵守し、違反した場合は補助金を返還することに同意します。 

 

 

法人の場合は代表取締役印 
（×社判・社長の個人印） 

印 



様式第６号（第９条関係） 

 

設 備 比 較 証 明 書 

 

  令和  年  月  日 

鳥取市長  様 

（設備・機械メーカー又は納入業者等） 

住    所  鳥取市○○○ 

名    称  有限会社○○○○ 

代表者職氏名  代表取締役 ●● ●●  ㊞ 

 

鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金に申請する下記設備について、既存の設備と比較して、省エ

ネ効果は５％以上であると判断したことを証明します。 

なお、鳥取市から省エネ効果又は高効率効果の計算根拠資料の提出を求められた場合は、責任をも

って説明及び計算根拠資料の提出に応じます。 

 

記 

１ 申請者情報 

事業者住所 鳥取市●●町●● 

事業者名称 株式会社●● 

 

２ 設備情報 

 既存設備 導入予定設備 備  考 

メーカー等 ●●● ○○○  

設備名称 ●●●● ○○○○  

型番・型式等 ●●●－●●●●● ○○○－○○○○○  

製造年 ２０１０年 ２０２３年  

台数 ２台 １台  

取得(予定)価格 ●,●●●,●●●円 ○,○○○,○○○円  

 

比較項目※ 既 存 設 備 導入予定設備 備  考 

電力消費量 （Ａ）２５０Ｗ／ｈ （Ｂ）４５０Ｗ／ｈ  

※比較項目は「電力消費量（W/h 等）」や「燃料消費量（ℓ/h 等）」、「ガス消費量（kW/h）」、「工作物一個あたり消費電力量

（W/個等）」、その他省エネルギー比較項目（燃費等）の中から選択してご記入ください。なお、使用水量や発熱量、電

気・ガス代等の金額による比較は認められません。 

 

３ 次の計算式に記入してください。 

 上記比較項目エネルギー量 Ａ 台 数 Ｃ Ａ又はＢ×Ｃ  

既存設備 （Ａ）２５０Ｗ／ｈ ２ （Ｄ）５００Ｗ／ｈ  

導入予定設備 （Ｂ）４５０Ｗ／ｈ １ （Ｅ）４５０Ｗ／ｈ  

 （Ｄ－Ｅ）÷ Ｄ × 100 ＝ １０％ 
小数点以下第 2位切捨 

≧５％ 

※１ 既存設備の取得価格は、固定（償却）資産台帳の取得価格やインターネット等を参考に記入すること。 
※２ 既存設備・導入予定設備の性能等が記載されているカタログ等を添付すること。 
※３ 既存設備が古くカタログ等が入手できない場合は、可能な限りインターネット等で情報を収集し、画面を印刷

して添付すること。 
※４ 行が不足する場合は、適宜、追加すること。 
 

 

省エネ設備への更新を行う事業のみ提出 

※更新前後の設備が 1機種の場合 

※ﾒｰｶｰや納入業者に発行を依頼すること 

（申請者は記入してはいけません） 

設備の導入先（補助金申請
者）の情報を記入ください 

印 



様式第６号（第９条関係） 

 

設 備 比 較 証 明 書 

 

  令和  年  月  日 

鳥取市長  様 

（設備・機械メーカー又は納入業者等） 

住    所  鳥取市○○○ 

名    称  有限会社○○○○ 

代表者職氏名  代表取締役 ●● ●●  ㊞ 

 

鳥取市再エネ・省エネ設備導入補助金に申請する下記設備について、既存の設備と比較して、省エ

ネ効果は５％以上であると判断したことを証明します。 

なお、鳥取市から省エネ効果又は高効率効果の計算根拠資料の提出を求められた場合は、責任をも

って説明及び計算根拠資料の提出に応じます。 

 

記 

１ 申請者情報 

事業者住所 鳥取市●●町●● 

事業者名称 株式会社●● 

 

２ 設備情報 

 既存設備 導入予定設備 備  考 

メーカー等 
①●●● 

②△△△△ 
○○○  

設備名称 
①●●●● 

②△△△△△△ 
○○○○  

型番・型式等 
①●●●－●●●●● 

②△△－△△△△△△ 
○○○－○○○○○  

製造年 
①２０１０年 

②２０１１年 
２０２３年  

台数 
①１台 

②１台 
１台  

取得(予定)価格 
①●,●●●,●●●円 

②△,△△△,△△△円 
○,○○○,○○○円  

 

比較項目※ 既 存 設 備 導入予定設備 備  考 

電力消費量 

（Ａ）①1,000Ｗ／ｈ 

②1,500Ｗ／ｈ 

合計 2,500Ｗ／ｈ 

（Ｂ）2,250Ｗ／ｈ  

※比較項目は「電力消費量（W/h 等）」や「燃料消費量（ℓ/h 等）」、「ガス消費量（kW/h）」、「工作物一個あたり消費電力量

（W/個等）」、その他省エネルギー比較項目（燃費等）の中から選択してご記入ください。なお、使用水量や発熱量、電

気・ガス代等の金額による比較は認められません。 

３ 次の計算式に記入してください。 

 上記比較項目エネルギー量 Ａ 台 数 Ｃ Ａ又はＢ×Ｃ  

既存設備 （Ａ）2,500Ｗ／ｈ 1式 （Ｄ）2,500Ｗ／ｈ  

導入予定設備 （Ｂ）2,250Ｗ／ｈ １ （Ｅ）2,250Ｗ／ｈ  

 （Ｄ－Ｅ）÷ Ｄ × 100 ＝ １０％ 
小数点以下第 2位切捨 

≧５％ 

 

設備の導入先（補助金申請
者）の情報を記入ください 

省エネ設備への更新を行う事業のみ提出 

※更新前後の設備が 1機種でない場合 

※ﾒｰｶｰや納入業者に発行を依頼すること 

（申請者は記入してはいけません） 

印 


